
川崎町本町商店街空き店舗における創業応援事業補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条  この要綱は、本町商店街（以下「商店街」という。）の空き店舗を活

用した創業を促進するにあたり、交付金を交付することで、商業機能の

充実や商店街を担う新たな人材の確保を図り、商店街の活性化に寄与す

ることを目的として、川崎町補助金交付規則（平成２９年規則第６号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか必要な事項を定めるものと

する。 

（定義） 

第２条  この要綱において、次の各号に抱える用語の意義は、それぞれ当該各

号に定めるところによる。 

（１） 商店街等 本町に位置する１丁目商店街から３丁目商店街及び旧道の

範囲とする。 

（２） 空き店舗 商店街等に所在し、店舗として貸借できる状況ながら商業

活動が行われていない店舗とする。 

（３） 事業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条に基づ

く中小企業者のうち、商店街に所在する空き店舗の所有者と賃貸借契約

を締結して、店舗経営を行う者とする。 

（４） 改装工事費 補助対象事業の実施に必要な空き店舗の内・外装工事費、

機械装置・工具・器具・備品・什器等の設備費及び設備の設置に係る費用

とする。ただし、増改築に係る費用を除く。 

（５） 補助金 商店街の空き店舗において創業を促進するための補助金とする。 

（補助対象事業者） 

第３条 補助金の交付を受けようとする事業者（以下｢補助対象事業者｣という。）

は、この事業を実施するにあたり、このほかの補助金の申請をし、交付を受

けることができないものとする。 

（補助対象事業者の条件） 

第４条  補助対象事業者は、次の各号に掲げる事項をいずれも満たす事業者で

あることとする。 

（１） 資格や許認可を必要とする業種の場合、事業開始までに当該資格等を有

しているか、又は有する見込みがあること。 

（２） 個人にあっては納期の到来した町税及び町に対する債務に関して滞納を

していないこと、団体（法人）にあっては国税、地方税及び町に対する債

務に関して滞納をしていないこと。 

（３） 川崎町暴力団等排除措置要綱（平成２４年８月告示第２７号。以下｢暴



排要綱｣という。）第２条第１号から第３号に規定する暴力団及び暴力団

員並びに暴力団員等（以下｢暴力団等｣という。）でないこと。 

（４） 前条第１項に定める補助金にあっては、次に掲げる創業支援事業を修

了、又は終了する見込みであること。 

ア 地域創業促進支援事業（中小企業庁）の創業スクール等 

イ 産業競争力強化法（平成２５年法律第９８号）に基づく認定特定創業支

援事業の創業セミナー等 

ウ その他、町長が認めた創業スクール等 

 

（補助対象事業） 

第５条 この要綱に基づき、補助の対象とする事業（以下｢補助対象事業｣とい

う。）は、小売商業又はサービス業を営む事業とする。ただし、風俗営業等の

規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条

に定める業種、社会通念上公序良俗に反する業種、宗教活動や政治活動を主

たる目的とする営業を除く。 

２ 補助対象事業を営む場合は、1 週間に４０時間以上の営業を行い、創業から

３年間継続して実施する計画を有すること。 

３ 原則として、当該年度内に補助金の交付申請から３ケ月以内に事業を開始

すること。 

（補助対象経費等） 

第６条 補助の対象となる経費は、前条に規定する事業に係る経費のうち、改

装工事費とする。ただし、同事業に国又は福岡県の支援制度を利用する場合

は、補助率を減率する。 

（補助金の交付額） 

第７条 補助金の交付額は、補助金の種類に応じて別表１に定める補助率及び

交付限度額以内とし、予算の範囲内で町長が定める額とする。ただし、補助金

の交付額に千円未満の端数が生じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

（補助金の交付申請） 

第８条 補助金の交付を申請する者（以下「補助申請者」という。）は、川崎町

本町商店街空き店舗における創業応援事業補助金交付申請書（様式第１号）に、

次の各号に定める書類を添えて町長に提出しなければならない。 

（１） 川崎町本町商店街空き店舗における創業応援事業実施計画書（様式第

１号の１） 

（２） 創業・出店計画書（様式第１号の２） 

（３） 団体（法人）にあっては会員名簿及び役員名簿（様式第１号の３） 

（４） 団体（法人）にあっては定款、規約又はこれに類する団体の組織、運



営の方法等について定めたもの。 

（５） 団体（法人）にあっては法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書） 

（６） 団体（法人）にあっては国税、地方税及び町に対する債務に関して滞

納をしていないことを証明する書類 

（７） 個人にあっては住民票の写し（発効から３か月以内のもの） 

（８） 個人にあっては納期の到来した町税及び町に対する債務に関して滞納

をしていないことを証明する書類 

（９） 空き店舗の一途及び平面図、状況写真等 

（10）  賃貸契約書の写し 

（11）  前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（審査及び補助金の交付決定） 

第９条 町長は、前条の規定による申請があったときは、別に定める審査要領

に基づき審査し、補助金の交付を決定するものとする。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、川崎町本町商

店街空き店舗における創業応援事業補助金交付決定通知書（様式第２号）に

より、又、補助金の不交付を決定したときは、川崎町本町商店街空き店舗に

おける創業応援事業補助金不交付決定通知書（様式第３号）により、補助申

請者に通知するものとする。 

３ 町長は、補助金の交付の目的を達成するために必要と思われる場合は、前

項の決定に条件を付すことができる。 

（事業計画の内容変更及び中止） 

第１０条 前条の規定により補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」

という。）が、川崎町本町商店街空き店舗における創業応援事業補助金交付申

請書及び添付書類の内容を変更しようとするときは、あらかじめ川崎町本町

商店街空き店舗における創業応援事業実施計画変更等承認申請書（様式第４

号）及び町長が必要と認める書類を町長に提出し、町長の承認を受けなけれ

ばならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りではない。 

２ 町長は、前項の規定により提出された書類を審査し、当該事業の内容変更

等について適当と認めたときは、当該補助事業者に対して川崎町本町商店街

空き店舗における創業応援事業計画変更等承認通知書（様式第５号）により

通知するものとする。 

３ 町長は、前項の承認をする場合において、必要に応じ交付の決定の内容を

変更し、又は条件を付することができる。 

（交付の時期） 

第１１条 第９条に定める補助金を交付する時期は、改装工事が完了し、補助

金交付申請時の目的に沿った開店を町長が確認した後とする。 



（事業実績の報告） 

第１２条 補助事業者が補助事業を完了したとき、又は川崎町本町商店街空き

店舗における創業応援事業実績報告書（全部・一部）完了届（様式第６号）

に、次の各号に定める書類を添えて町長に報告しなければならない。 

（１） 川崎町本町商店街空き店舗における創業応援事業実施報告書（様式第

６号の１） 

（２） 川崎町本町商店街空き店舗における創業応援事業経営状況報告書（様

式第６号の２） 

（３） 補助金の対象となる経費の支払に係る領収書の写し 

（４） 改装工事における工事前後の写真 

（５） 事業開始（開店）後の状況写真 

（６） 作成したチラシ・ポスター等の成果物 

（７） 前各号に掲げるもののほか、町長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１３条 町長は、前条の規定により提出された書類を審査し、必要な調査等

を行い、適正であると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、川崎

町本町商店街空き店舗における創業応援事業補助金（全部・一部）交付確定

通知書（様式第７号）により補助事業者に速やかに通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１４条 前条に規定する通知を受けた補助事業者は、速やかに請求書を町長

に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

（報告等） 

第１５条 町長は、補助事業者に対して必要な報告を求め、かつ、必要な調査

を行うことができる。 

２ 補助事業者は、前項に規定する報告又は調査の要求があった場合は、速や

かに応じなければならない。 

（財産の管理） 

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用が増加した財産（以

下「取得財産」という。）については、当該事業が完了した後も善良なる管理

者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従ってその効率的

な運用を図らなければならない。 

２ 補助事業者は、取得財産等について、その台帳を設け、その保管状況を明

らかにしておかなければならない。 

（財産の処分の制限） 

第１７条 取得財産等のうち、規則第１９条の規定により同条第２号に掲げる

ものについて町長が定める処分を制限する財産は、取得価格又は効用の増加



価格が５０万円以上の財産とする。 

２ 規則第１９条ただし書の規定による財産の処分を制限する期間は、耐用年

数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める期間とする。 

３ 補助事業者は、前項の期間内に補助金の交付の目的に反して取得財産等を

使用し、譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供する処分しようとする時は、

川崎町本町商店街空き店舗における創業応援事業補助金による取得財産の処

分申請書（様式第８号）を町長に提出し、町長の承認を受けなければならな

い。 

４ 町長は、補助事業者が補助金の交付の目的に反して取得財産等を使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供することにより収入があったときは、

その収入の全部又は一部を町に納付させることができる。 

（暴力団等の排除） 

第１８条 町長は、暴排要綱の規定に基づき、排除措置を講じるものとする。 

２ 町長は、交付決定後に、補助事業者が第４条第４号に規定する暴力団等に

該当するとわかったときは、この要綱に定める他の規定にかかわらず、交付

決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部を返還させること

ができる。 

３ 町長は、この補助金からの暴力団等の排除に関し警察への照会確認を行な

うため、補助対象事業者又は補助事業者に対し、当該補助金の申請に関し警

察への照会確認を行なうため、補助対象事業者又は補助事業者（法人である

ときは、その役員）の氏名（フリガナを付したもの）、生年月日、性別等の個

人情報の提出を求めることができる。 

（交付の取り消し等） 

第１９条 町長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当する場合は、交付

決定を取り消し、又は交付した補助金の全部若しくは一部を返還させること

ができる。 

（１） 虚偽の申請その他不正の行為があったとき。 

（２） 法令又はこの要綱に違反したとき。 

（３） 前２号に掲げるもののほか、町長が交付を行うことを不適当と認めた

とき。 

（雑則） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、 

町長が別に定める。 

 

 

 


